
平塚市成年後見制度利用促進協議会次第

日 時 令和元年 8月 28日 (水 )
14:OO～ 16:00

場 所 平塚市役所本館 7階  720会 議室

1 委嘱状交付

2 福祉部長挨拶

3 議題
(1)成年後見制度利用促進に関する平塚市の取組について
ア ′平塚市成年後見利用支援センター事業について

イ 市長申立て、報酬助成について

(2)中核機関、地域連携ネットワークの在り方について

(3)その他
平塚市成年後見制度利用促進懇話会について



令和元年度 第1回平塚市成年後見制度利用促進協議会委員名簿

<委  員>

<事務局>

順不同・ 称

所   属 職名 氏   名
神奈川県弁護士会 弁 護 士 町川 智康

司法書士 浅沼 賢史

社会福祉士 田中 晃

行政書士 鳥塚 邦明
税 理 士 村田 ―秀
准教授 菅野 和恵

団

ス

公

人

ヽ
｀

メ

副代表理事 菊地 洋一
地域包括支援センターあさひきた 社会福祉士 栗田 政宏
平塚市障がい者団体連合会 理  事 長橋 尚子

平塚市福祉部 部  長 津田 勝稔
平塚市福祉部福祉総務課 課  長 岩崎 浩臣
平塚市福祉部福祉総務課 課長代理 山崎 淳司
平塚市福祉部福祉総務課 主  査 木村 孝子
平塚市福祉部福祉総務課 主  任 森山 麻美

平塚市社会福祉協議会 事務局長 梶山 剛生
平 見利用支 セ ン
い い 課   長 中田 栄二

ヽ ヽ 主任専門員 田中 直樹
ヽ ヽ 相談員 馬場 ひとみ

平塚市福祉部高齢福祉課 担当長 佐藤 幸三

平塚市福祉部障がい福祉課 主  管 加治屋 博史

平塚市福祉部生活福祉課 課長代理 白井 純人



平塚市成年後見利用支援センター 平成30年度業務概況 (総括表 )

3月 1～ 3,日

(開所 日力数 205日 )

権利擁務 ット
ワーク構築に向 |テ

た中核機関設
置連絡会出席
(3/5)

土曜午前開所
(3/9)

専門相談

(3/14,18,
29),出 張専門

相談(3/14,
28)

平塚市応急事
務管理会議全

体会議
(3/28)

出張講座 (包
括ゆりのき)
(3/8)

フォローアップ
研修 (栗原
ホーム)(3/19)

大学連携事業
打合せ
(2/23)

受任調整・企 成年後見支援
画運営会議 ネットワーク連
(2/19) 絡会(2/21)

出張講座 (高
浜台ハイツ)
(2/14)

2月 1日 ～ 28日

(開所日数:20日 )

土曜開所
(2/2)

地域福祉計画
策定委員会出
席(2/4)

湘南西部成年後
見制度利用支援
連絡会出席 (秦野
市保健福祉セン
ター)(2/12)

小田原市視察
受入れ(2/12)

診断書書式改
定等説明会出

席 (家裁小田原

支都)(2/13)

出張専門相談
(2/18),専 門
相談(2/19・
21)

成年後見制度
講座 (平塚市
役所)(2/15)

1月 1～ 31日

(開所日数 195日 )

土曜午前開所
(1/12)

軍子P弓本目邑炎
(1/17Aヽ1・ PM)

平塚市虐待防
止等ネットワーク
協議会出席
(1/17)

大学連携事業
打合せ

(1/17)

後見C運営協
議会

(1/28)

ナパ

出張講座(豊
田福祉村)
(1/18)

大学連携普及
演瑯 (ららぽ=
とホ‐ル)!
(1/31)|―

成年後見制度
講座 (保健セ
ンタ■)(2/21)

12月 1～ 31日

(開所日数 20日 )

土曜閉所
(12/1)

第二者後見人
研修交流会
(12/1)

成年後見制度利
用促進のための

意見交換会(横須
賀市立総合福祉
会館)(12/3)

横浜家裁との連
絡協議会出席
(家裁小圏原支
部)(12/5)

青森県人戸市
社協視察受入
れ(12/10)

澤妻Fロボロ司炎
(12/18)

受任調整・企

画運営会議

(12/18)

市民後見人事
務引継ぎ
(1/15)

後見サポー

ター全体会
(2/2)

11月 1～ 30日

(開所日数:205日 )

法テラス小円原
地方協議会 (平
塚プレジール )
出席(11/2)

後見C運営協
議会
(11/9)

土曜午前開所
(11/10)

軍要F弓本目己炎
(11/15)

千葉市役所視
察
(11/21)

大学連携事業
打合せ

(12/27)

後見サポー

ター全体会
(12/1)

10月 1～ 31日

(開所日数 ,23日 )

土曜開所
(10/6)

専門木目談
(10/24)

受任調整・企
画運営会議
(10/24)

地域福祉計画
策定委員会出
席
(10/29)

第二者後見人

研修交流会兼
市民後見人フォ
ローアッダ研修

(12/1)

9月 1～ 30日

(開所日数:185日 )

土曜午前開所
(9/8)

専 F日本目談
(9/20)

地域福祉計画
策定委員会中
間報告会出席
(9/20)

市民後見人養
成講座 (基礎
研修 )
(10/6,26)

後見サポー

ター全体会
(10/6)

市民後見人養
成講座 (基礎
研修)
(11/10, 28)

8月 1～ 31日

(開所日数 124日 )

成年後見制度
に関する意見交
換会 (湘南圏
域・県平塚保
福)出席(8/2)

土曜開所
(8/4)

埼玉県志本市
中核機関視察
(志木市役所)
(8/14)

社会福祉士養
成実習対応
(8/20,27)

軍妻F日本目彩た
(8/21,23)

受任調整・企
画運営会議
(8/21)

平塚市虐待防
止等ネットワーク
協議会出席
(8/23)

大学連携事業
打合せ

(8/28)

湘南西部成年後
見制度利用支援
連絡会出席 (秦野
市保健福祉セン
ター)(8/29)

7月 1～ 31日

(開所 日数 :215日 )

長野県岡谷市
議会視察受入
れ
(7/4)

成年後見支援
ネットワーク連
絡会(7/12)

専F弓本目談
(7/12,19)

土曜午前開所
(7/14)

成年後見制度
利用イ足進フォーラ
ム出席 (海老名
市文化会館 )
(7/26)

平塚市応急事
務管理会議全
体会議
(7/30)

高筆者権和1差
―

護議演会(保||

線 :|||||

6月 1～ 30日

(開所日数 22日 )

土曜開所
(6/2)

地域福祉計
画策定委員
会出席(6/4)

社会福祉士
養成実習対
応
(6/141

専F昂木目談
(6/19)

受任調整・企
画運営会議
(6/19)

応急事務管
理事業ケース

対応(6/27)

横浜家裁との

連絡協議会出
席 (横浜家裁)
(6/28)

5月 1～ 31日

(開所日数:215日 )

応急事務管
理事業ケー
ス対応
(4/4)

土曜午前開
所

(5/12)

大学連携事
業打合せ
/10)

受任調整・

企画運営会

4/17)

法テラスとの

事業打合せ

(5/25)

土曜開所
(4/7)

軍弄F日本目邑炎
(5/17)

翼子F弓本目司走
4/19)

見サポー

ター全体会
4/7)

出張講座等普及・

広報事業を右の網

掛けで表示。

後見サホ
°―

ター・オリエンテー

ション(5/29)

後見サポー

ター全体会
(6/2)

後見サポー

ター全体会
(8/4)

4月 1～ 30日

(開 所 日数 21日 )

後見サポー

ター採用選
考
(6/21)

市民後見人

養成講座 (基
礎研修)説明
会18/4,27)

埒

華
μ
，
μ



壬塚市成年後見利用支援センター 30年 唐  本日 件数筆及び △烹 =圭岳辞 イ荏】犬,兄

澪

華

1

1

一 日当
1

たり平
均件数

2.26

0.81

572

206

合計
(初回
継続
男1)

本目言炎
区分

別計

253

207

365

145

61

4/17, 5/18,6/20, 7/5・ 20・

24, 8/15。 24・ 28, 9/14・ 25,

10/17, 11/6, 12/6・ 19, 1/15

18・ 30, 2/5・ 20'22, 3/7・ 13・ 15

専門相談

1～ 3月

開所日数

61

51

71

17

38

1/13,3/1

0土曜午
前開所
2/3土曜
開所

10～

12月

開所口数

63.5

44

52

33

8

10/7,12/

2土曜開

Fジ〒11/11

土曜午前

開所

7～ 9月

開所日数

64

54

96

22

40

7/8, 9/9

土曜年前
8/5土曜
開所

平成30年4月 17日 (火曜),6月 19日 (火曜 ),
3月 21日 (火曜),10月 24日 (水曜 ),

12月 18日 (火曜),平成31年 2月 19日 (火曜 )

平塚栗原ホーム 3階 ′よヽ会議室

大森淳・センター長 (弁護士 )
出縄守英。(社福)進和学園副理事長
鈴木員理子・社会福祉士   計 3名

・ 平塚市成年後見利用支援センターの運営
状況

・ 検討課題

参考 :前年度 (29年度 )

4～ 6月

開所日数

64.5

58

146

14

34

4/1, 6/3

土曜開所
5/13土曜
午前開所

受任調整・企画運営会議

日時

場所

出席者

内容

相談
経路別

内訳
(実件数)

機関・施設
等からの相
談

B)親族・知
人等からの

相談

113

120

)保健

一日当
たり平
均件数

1.79

0.56

相談
区分
別計

451

141

合計

194

39

合計
(初回・

継続別)

のぺ開所
日数255日

252

257

102

4/19, 5/17, 6/19, 7/12・ 19, 8/21・ 23,

9/20,10/24,11/15,12/18,1/17AM・
PM,2/18(出 張)。 19・ 21,3/14AM・ PM(出

張)。 18。 27(出張)と 28

小 計

(1～ 3

日う

開所
日数

60

51

99

14

39

平成31年2月 21日 (木曜)10お0～ 1200

専門職団体 5,包括 12,相談支援事業所 2,
福祉関係団体等 6,福祉施設等 2,医療機関 1,
金融機関 3,行政 (市担当課を含む)5,オブザー
バー (家庭裁判所小田原支部)2
計 36団体・機関等 40名

事務局 :成年後見利用支援センター 5名

・ 平塚市成年後見利用支援センターの事業概要
。平塚市における成年後見制度利用促進計画
策定について(平塚市福祉部福祉総務課)
。参加団体・機関等における「成年後見及び権
利擁護に関する取組状況」

・ 成年後見制度における診断書の改定と本人情
報シーHこついて(横浜家庭裁判所小田原支部)

開所
日数

3月

20.5

19

50

6

20

3/9

土曜
午前
開所

2月

20

開所
日数

18

29

5

61

2/2

土曜

開所

1月

開所
日数

19.5

14

20

3

3

1/12

土曜
午前
開所

10～ 12

月

開所日数

63.5

74

50

01

23

10/6, 12/1

土曜開所
11/10

土曜午前
開所

7～ 9月

開所口数

64

47

44

11

20

7/14,9/8
土曜午前
8/4土曜
開所

平成30年 7月 12日 (木曜)10お0～ 12Ю0

平塚市保健センター 2階 講堂

専門職団体 5,包括 13,相談支援事業所 3,
福祉関係団体等 4,福祉施設等 2,医療機関
2,金融機関 1,行政 (市担当課を含む)4,オブ
ザーバー (県社協)1
計 35団体・機関等 39名

事務局 :成年後見利用支援センター 5名

・ 平塚市成年後見利用支援センターの事業
概要
・ 参加団体・機関等における「成年後見及び
権利擁護に関する取組状況」

・ 平塚市における成年後見制度利用促進基
本計画策定に向けた取り組み等について
(平塚市福祉都福祉総務課 )

期間別内訳

4～ 6月

開所日数

64.5

46

40

4

成年後見支援ネットワーク連絡会

日時

場所

参加者

内容

20

4/7,6/2
土曜開所
5/12土曜
午前開所

初回

継続

初回

継続

電

話

来

所

相

　

談

備考

△
正

戯

開

催

状

況

I



資料1-3
平成30年度 平塚市成年後見利用支援センター普及・広報事業「成年後見制度出張講座」等の状況

番
万

日時
会場

主催団体等名称 内容等 対象
参加者数
(単位 :人 )

備 考

1

6月 23日 (土 )
10時30分 ～12時

平塚市福祉会館
(グループ) 出張講座 市民 17

2

7月 12日 (本 )

14時～16時

平塚市保健センター

平塚市成年後見利用支援
センター

権利擁護講演会
保健

福祉

関係者

74
高―齢福
祉課委
託事業

3

8月 4日 (」L)

13時30分～16時45分
平塚栗原ホーム

平塚市成年後見利用支援
センター

権利擁護人材育成講
座

市民 13

4

8月 20日 (月 )
13時30分～16時30分
しんど老健

平塚市高齢者よろず相談
センター倉田会

出張講座
保健

福祉
関係者

11

5

8月 27日 (月 )
13時30分～16時45分
平塚市役所

平塚市成年後見利用支援
センター

権利擁護人材育成講
座

市 民 27

6

10月 6日 (土 )

9時～16時45分

平塚栗原ホーム

平塚市成年後見利用支援
センター

(権利擁護人材育成講
座・市民後見人養成講
座)公開講座

保健

福祉
関係者

2
聴講
者数

7

10月 26日 (金 )
9時 15分～16時50分

平塚市役所

平塚市成年後見利用支援
センター

(権利擁護人材育成講
座 H市民後見人養成講
座)公開講座

保健

福祉
関係者

7
聴講
者数

8
111月 2日 (金 )

|ギ崩 ザ堂評
分 法テラス小田原

「地方協議会」における

制度説明及び活動報
告

関係者 39

9

11月 10日 (」L)

9時 15分～16時45分

平塚栗原ホーム

平塚市成年後見利用支援
センター

(権利擁護人材育成講
座 :市民後見人養成講
座)公開講座

保健
福祉
関係者

3
聴 講

者 数

01

11月 14日 (水 )
15時20分～17時
東海大学湘南キャンハ

°
ス

東海大学健康学部健康マ
ネジメント学科

出張講座
学生
及び
関係者

11

11

11月 28日 (フk)
9時 15分～16時50分
平塚市役所

平塚市成年後見利用支援
センター

(権利擁護人材育成講
座 H市民後見人養成講
座)公開講座

保健

福祉
関係者

3
聴講
者数

12

11月 29日 (木 )
14時～16時

平塚市美術館

平塚市成年後見利用支援
センター

「人生100年をみすえて～

成年後見、遺言、みらい
(エンディング)ノート～」

市民 62

13

12月 2日 (日 )
11時 50分～12時20分
須賀公民館

ゆめクラブ湘南平塚老人ク
ラブ連合会

出張講座 (ゆめクラブ港
南のつどい)

市民 66

14

1月 18日 (金 )
10時～12時

豊田地区町内福祉村

平塚市高齢者よろず相談
センターとよだ

出張講座
保健
福祉
関係者

23

15

1月 31日 (木 )
15時 30分～,17時～
ららば一とホール

東海大学健康学部健康マネジ
メント学科フィールドワークA
「平塚成年後見プロジェクト」

「成年後見制度を知っ
ていますか?」

市民
29

18

16

2月 14日 (木 )
14時 30分～16時

湘南高浜台ハイツ集会所

平塚市高齢者よろず相談
センターみなと

出張講座 市民 17

17

2月 15日 (金 )
10時 15分 ～12時 15分

平塚市役所

平塚市成年後見利用支援
センター

成年後見制度講座 市民 37

18

2月 21日 (木 )
14時～16時

キ塚市保健センター

平塚市成年後見利用支援
センター

成年後見制度講座
保健
福祉
関係者

44

19

3月 8日 (金 )
13時30分～15時
平塚栗原ホーム

平塚市高齢者よろず相談
センターゆりのき

出張講座 (ゆ りのき介
護予防教室 )

市民 12

20
3月 19日 (火 )
14時～ 17時

平塚粟原ホーム

平塚市成年後見利用支援
センター

市民後見人養成講座
フオローアップ研修

市民後見人、後
見サポーター及
び従事者

39



資
30年度平塚市市民後見人育成講座 (権利擁護人材育成講座)開催実績平

( )
程
効
日

時日
時 亥1
(開始)(終了) タイトル 時間

(分 )
三青自師 備 考

必修
科目

地域共生社会の実現/地域福祉・権
利擁護の理念

105 田中 晃 社会福祉士 ○
13:30

15:30

15J5

16:00 ボランティア・地域活動紹介 30
平塚市社協職員

菊 地 洋 一 NPO法 人役員
○

説明会

8/4(■ )
平塚

栗原ホーム

8/27(月 )
平塚市役所

16:00 16:45
平塚市の目指す市民後見人養成
(権利擁護人材)について

45 平塚市社協職員 ○

9:00 9115 開講式 15
開場・受付開
始 :8時40分

9:15 11:15
対象者の理解 (知的障がいのあるこ
との理解 )

120 田中 晃 社会福祉士
休憩を含む。

○

11:20 12:20
ライフステージと社会保障・福祉制度
(前半 )

60 平塚市社協職員 ○

12:20 13:00 昼休憩 40

13:00 14:00
ライフステージと社会保障帯目祉制度
(後半 )

60 平塚市社協職員 O

14:10 16:10
対象者の理解 (精神障がいのあるこ
との理解 )

120
鈴木 員理子

精神保健福祉士・社会
福祉士

○

10/6(二L)

平塚
栗原ホーム

3階大会議室

第 1日

16:15 16:45
権利擁護制度論②(前半)日常生活
自立支援事業

30 平塚市社協職員 ○

9:15 10:15 認知症サポーター養成講座 60 平塚市社協職員
開場・受付開
始 :9時00分

休憩を含む。

10:20 11:20 関連制度①(保険年金) 60
平塚市役所
保険年金課職員

11:25 11:55 関連制度②(生活保護) 30
平塚市役所
生活福祉課職員

11:55 12:40 昼休憩 45

12:40 14:40 民法 120 大森 淳 弁護士
休憩を含む。

第 2日

10/26(琶曽)

平塚市役所

本館3階 303・
304会議室

14:50 16:50 支援制度・施策①(障がい) 120
平塚市役所
障がい福祉課職員

休憩を含む。

9:15 1lJ5 対象者
の理解 (認知症のあることの

理解 )
120 小野田 潤 社会福祉士

開場・受付開
始 :9時 00分

休憩を含む。
O

11:20 11:50
権利擁護制度論②(後半)市町村責
任・利用支援事業

30
平塚市役所
福祉総務課職員

○

11:50 12:30 昼休憩 40

12:30 15:30
権利擁護制度論①(法定後見・任意
後見 )

180 大森 淳 弁護士
休憩を含む。

○

15:40 16:40 権利擁護(市民後見)概論① 60 平塚市社協職員 ○

16:40 16:50 オリエンテーション 10 平塚市社協職員

9:15 10:45 支援制度・施策②(高齢・介護) 90
平塚市役所
高齢福祉課/介護保険
課職員

開場 '受付開
始 :9時00分

10:50 11:20 関連制度③(税 ) 30
平塚市役所
市民税課職員

11:25 12:25 社会資源 60 平塚市社協職員

12:25 13:10 昼休憩 45

16:40 権利擁護(成年後見)の実務① 210 浅沼 賢史 司法書士
休憩を含む。

第 3日

11/10(土 )

平塚

栗原ホーム

3階大会議室

11/28(水 )

平塚市役所

本館3階 303・
304会議室

第4日

13:10

16:40 16:50 オリエンテーション 10 平塚市社協職員



1-3月

土曜開所 偶数月の第一土曜日(4/6,6/118/3,10/5,12/7.2/1)の 午前・午後 奇数月の第二土曜日(5/11,7/13,9/14,11/9,1/11,3/14)の午前

シ の | |

研修会・出張講座の開催 (保健福祉関係者向け研修会、地域・企業等での出張講座。月1～ 2回開催。
障がい分野及び任意後見に関する研修・講座開催の充実強化)高齢者権利擁護講演会の開催

6

ットワーク
開設 5周年記念 講演 会 第二者後見人研修交流会開催

成年後見支援ネットワーク運絡会
の開催 (第 2回・3月 頃 )の開催 (第 1回・6月 頃 )

「平塚市応急事務管理事業」の受託 (全体会議 :年 2回 ,個別ケース会議 :随時)

専 F弓 相 談  (概ね月2回 )

(再掲)土曜開所 偶数月の第一土曜日(4/616/1,3/3,10/5,12/7,2/1)の 午前・午後 奇数月の第二土曜日(5/11,7/13,9/14,11/9,1/11,3/14)の午前

個人受任した市民後見人の活動支援

サ へ の 日 4 6 1 3 0/5 12/7 2/1

フオローア ( 1 見 ―ターフォローア 第2回 )

実践研修 房だ
rσ～9ガ・テだノ

― の

10-12月7-9月4-6月

セ

ノ

タ
|

運

営
全
舟受

本目
言炎

市
民

後

見
人

養
成

支
援

令和元年度 平塚市成年後見利用支援センター事業計画

澄

華
嶋
―
ド



資 料2-2
平塚市成年後見利用支援センター 令和元年度業務概況 (総括表 )

4月 1～ 30日

(開所日数 :21日 )

5月 1～ 31日

(開所日数 :195日 )

6月 1～ 30日

(開所日数 :21日 )

7月 1～ 3ヽ 日

(開所日数 :225日 )

8月 1～ 31日 (予 定 )

(開所予定口数 :22日 )

9月 1～ 30日 (予定 )

(開所予定日数:195日 )

土曜開所
(4/6)

土曜午前開所
(5/11)

土曜午前開所
(9/14)

受任調整・企画運
営会議(4/16)

成年後見制度の診断
書の書式改定等に関
する説明会 (秦野市
文化会館 )
(5/20)

社会福祉士養成
実習射応
(6/3, 11)

土曜開所
(6/1)

終末期に向けた活
動支援事業検討
会出席 (市役所 )
(9/25)

専 F弓本目談
(4/23)

成年後見制度の診断
書の書式改定等に関
する説明会 (保健セ
ター)
(5/22)

専門本目談
(6/18)

受任調整・企画運
営会議
(8/20)

土曜開所
(8/3)

専門本目談
(8/20)

後見サポーター全
依 仝

(4/6)

終末期に向けた活動
支援事業検討会出席
(市役所 )
(5/22)

受任調整・企画運
営会議
(6/18)

湘南西部成年後
見制度利用支援
連絡会出席 (伊勢
原シティプラザ)

横浜家栽との連絡
協議会出席 (横浜
家栽)(7/H)

土曜午前開所
(7/13)

チーム支援に関す
る打合せ (平塚市
役所 )
(7/17)

/3)

社会福祉士養成
実習対応
(8/21)

市民後見人養成
講座 (実践研修 )
(9/9)

専門相談
23)

成年後見支援ネッ
トワーク連絡会 (保
健センター)
(6/26)

成年後見制度利
用促進フォーラム

出席 (海老名市文
化

`挙

a宮 )

(7/22)

平塚市虐待防止
等ネットワーク協議
会出席 (保健セン
ター)
(8/22)

終末期に向けた活
動支援事業検討
会出席 (市役所 )
/つ 刀ヽ
/る壮ノ

成年後見制度利
用促進協議会 (市
役所 )
(8/28)

平塚市応急事務
管理会議全体会
議

(7/30)

出張講座等普及・広報事
業を右の網掛けで表示。

後見サポーター全
体会
(8/3)

市民後見人ン養成
講座 (実践研修 )
(6/11, 24)

後見サポーター全体

(6/1)

市民後見人養成
講座 (実践研修 )
(3/6, 13)

市民後見人養成講座
(実践研修)事例検討
及び修了判定打ち合
オつキ}(7/30)

市民後見人養成
講座 (実践研修 )
(7/18,29)



△

参考 :前年度(30年度 )

一日当
たり平

均件数

1.79

0.56

4/19, 5/17, 6/19, 7/12・ 19,

3/21,23, 9/20, 10/24,

11/15,12/18,1/17AM・ PM,
2/18(出張)・ 19'21,3/14AM・

PM(出張)・ 18・ 27(出 張)・ 28専

門相談

受任調整・企画運営会議

平成31年 4月 16日 (火曜),令和元年6月 18日

(火曜),8月 20日 (火曜 )

平塚栗原ホーム 3階 刺ヽ会議室

大森淳 ,センター長 (弁護士)

出縄守英・(社福)進和学園理事長

鈴木員理子 =社会福祉士   計 3名

B平塚市成年後見利用支援センターの運営
状況

・ 検討課題

本目言炎
区分
別計

451

141

合計 (初
回・継続
月1)

252

194

257

39

102

1～ 3月

開所日数

60

5 可

99

14

39

1/12,3/9

土曜午前

開所
2/2土曜
開所

10～

12月

開所日数

63.5

50

74

10

23

10/6,

12/1土曜
開所
11/10土曜
午前開所

7～ 9月

開所日数

64

47

44

11

20

7/14,

9/8

土曜午前
8/4土曜
開所

4～ 6月

開所日数

64.5

46

40

4

20

4/7, 6/2

土曜開所
5/12土曜
午前開所

日時

場所

出席者

内容

相談
′
経路別

内訳
(実件数)

A)保健福
祉機関・施
設等からの
相談

38

B)親族 ,知

人等からの
相談

45

4/23,5/23,6/18・ 26,7/18専門相談

成年後見支援ネットワーク連絡会

令和元年6月 26日 (水曜)1030～ 1200

平塚市保健センター 2階 講堂

専門職団体 5,包括 13,相談支援事業所 2,福祉関係団体等 5,福祉施設等 1,

医療機関 3,金融機関 1.行政 (市担当課を含む)5,オブザニバー (法テラス)1
計 36団体・機関等 39名

事務局 :成年後見利用支援センター 4名

平塚市成年後見利用支援センターの事業概要
参加団体・機関等における「成年後見及び権利擁護に関する取組状況」
法テラスの業務案内及び利用方法等 (法テラス小田原 )

合計

T日 当
たり平
均件数

1.55

0,71

本目談
区分
別計

130

60

合計
(初回・

継続別)

のべ開所
口数85日

84

63

67

1 7

43

期間別内訳

小 計

(7～ 9

月う

開所
日数

22.5

17

7

9

14

9月

開所
口数

8月

開所
日数

8/3

土曜
開所

7月

開所
口数

22.5

17

7

9

1 4

7/13

土曜

午前
開所

′卜言十

(4～ 6

月 )

開所
口数

61.5

46

60

8

29

6月

開所
日数

21

18

16

2

4

6/1

土曜

開所

5月

開所
日数

19.5

16

12

3

9

5/11

土曜
午前
開所

4月

開所
日数

21

12

32

4/6

土曜

開所

日時

場所

参加者

内容

初回

継続

初回

継続

備考

△
ム

=占
皇
E我

開

催

状

況

電

話

来

所

相

　

談

澪

華
憎
卜
∞



資料2-4
令和元年度 平塚市成年後見利用支援センター普及・広報事業「成年後見制度出張講座」等の状況

番

号
日時
会場

主催団体等名称 内容等 対象
参加者数
(単位 :人 )

備考

1

6月 3日 (月 )
10時～11時

横内団地集会所

平塚市高齢者よろず相談
センターサンレジデンス湘
南

出張講座

|

|

市 民 13

2

6月 7日 (金 )

15時～16時
うんどう。ディ・まつがお
んヽ

平塚市高齢者よろず相談
センターまつがおか

出張講座
民生児童委
員

15

3

6月 26日 (水 )
14時～16時

平塚市保健センター

平塚市成年後見利用支援
センター

権利擁護講演会「ご本
人による財産管理が難
しくなったとき、考えるこ
と」

保健
福祉
関係者

59
高齢福
祉課委
託事業

4

7月 10日 (水 )
16時～17時

平塚栗原ホーム

平塚市成年後見利用支援
センター

職員研修「権利擁護研
修」

保健
福祉
関係者

18

5

7月 18日 (木 )

9時30分～11時30分
平塚栗原ホーム|

平塚市成年後見利用支援
センター

(権利擁護人材育成講
座・市民後見人養成講
座)公開講座

保健

福祉
関係者

7
聴講
者数

6

7月 18日 (木 )

12時20分～14時50分
平塚栗原ホーム

平塚市成年後見利用支援
センター

(権利擁護人材育成講
座・市民後見人養成講
座)公開講座

保健
福祉
関係者

7
聴講
者 数

7

7月 19日 (金 )
13時30分～15時30分
平塚栗原ホーム

四之宮地区民生委員児童
委員協議会 視察研修

民生児童委
貝

14

8

8月 8日 (木 )

14時～15時30分
サンレジデンス湘南

平塚市高齢者よろず相談
センター倉田会

出張講座
ケア
マネジャー

20

9月 20日 (金 )
14時 15分～16時15分

平塚市役所

平塚市成年後見利用支援
センター

設置5周年記念講演会
「権利擁護・地域共生の
実現を目指して～成年
後見制度利用促進の活
用をつうじて～」

保健
福祉
関係者

10

11月 22日 (金 )
14時～16時

(会場調整中)

平塚市成年後見利用支援
センター 成年後見制度講座 市 民

高齢福
祉課委
託事業

11

12

13

14

1 5



資料2-5

の i

平成29年 3月 24日 にF各弓議決定された成年後見制度利用促進基本計画を踏まえ、裁判所では、成年後
見制度の診断書の書式を改訂するとともに、福祉関係者等が本人の生活状況等に関する情報を記載し、
これを飽建 L医自皿こ伍えるためのツールとして「本人情報シートIの作成、活用という新たな取り組みが、
平成31年 4月 から始まりました。
つきましては、関係者のみなさまに、この取組の趣旨や必要性について、家庭裁判所の担婆官から、直
接説明いただく を設けることにいたしました。ご多忙とは存じますが、是非、ご参加ください 1

問い合わせ先
秦野市文化会館 (5月 20日 (月 ))を申込まれる方 :

秦野市成年後見利用支援センター (秦野市社会福祉協議会受託)
-7711電言舌饗評号 i 0463-84-

平塚市保健センター (5月 22日 (水 ))を 申込まれる方 :

平塚市成年後見利用支援センター (平塚市社会福祉協議会受託 )
-6175電言舌番 号  i 0463-35‐

午

この説明会の内容は、診断書の書式の改定等の説明及び質疑応答のみで、成年後見制度の概要や利用促進に関する説明
は含んでいません。なお、今回の日程とは別に、小田原地域を会場として、6月 10日 (月 曜)午後に同様の説明会の開催が予

定されています。この、小田原地域の開催時には、成年後見制度の概要説明も予定されています。裏面・右下の欄参照。

口日寺
令和元年5月 20日 (月曜 )
午 後 2日寺 30分 ～ 4日寺 (開場 :午後2時 )

令和元年5月 22日 (水曜 )
午 後 1日寺 15分 ～ 2日寺 45ノ刀

＼
(開場 :午後1時 )

会場
秦野市文化会館 1階 展示室
(秦野市平沢82番地 )

平塚市保健センター 2階 講堂
(平塚市東豊田448T3)

主催
秦野市成年後見利用支援センター
(秦野市社会福祉協議会受託)

平塚市成年後見利用支援センター
(平塚市社会福祉協議会受託)

共催
かながわ成年後見推進センター (神奈川県社会福祉協議会)、 厚木市権利擁護支援センター (厚木市社会福祉協議会)、 伊勢原市成年後見・権
利,産護推進センター (伊勢原市社会福祉協議会 )、 秦野市成年後見利用支援センター (寮野市社会福祉協議会)(5月 20日 を除く)、 平塚市成午
後見利用支援センター (平塚市社会福祉協議会)(5月 22日 を除く)

内容

説明者

威年後見識蔑■こお /%診断書の書式の改定手~/_~つι〕て
横浜家庭裁判所本庁又は小田原支部 担当官

定員/
対象/
参加申
込方法

定

対

員 :各回 100名 (4/15受付開始・申込先着順 )

象 :横浜家庭裁判所小田原支部管轄区域内 (′Jヽ田原市,秦野市,南足柄市,平塚市,厚
本市,伊勢原市,足柄上郡,足柄下郡,愛 甲郡,中郡)に所在する福祉等関係機関・施設
において、業務上、判断能力の不十分な利用者さん等の支援に従事する方

参加申込方法 :異
~面
の参加申込用紙を利用いただき、5月 7日 (火日程)までに、お申込みください。

申込先着順です。定員に達し、参加いただけない方には 、5月 10日 (金曜 )までに事務局

よりご連絡いたします。特に連絡がない場合はそのままご来場ください。

なお、本申込みに際しご提供いただいた個人情報は、本説明会の開催。運営に必要な範
囲に限り利用します。



横浜家庭裁判所小田原支部の管轄区域内の福祉等関係者向け

「成年後見制度の診断書の書式改定等に関する説明会」
参加申込書

各β 定員 /θ嚇「7//,賃徹開始 F申必方看職

問い合わせ先 小田原地域の説明会 (予告 )

5

秦野 成年後見利用支援センター
(秦野市社会福祉協議会受託 )

電言舌番号 : 0463-84-7711

5月 に開催する説明会とイま別に、小田原地域で、6月
10日 (月 曜)午後に同様の説明会の開催が予定され

馬狸影黒藁轟纂筋雀駆撃醍
には、鮮観

麟憲縛廟斃鰯奪堂∩
て、業務上、判断能力の不十分な利用者さん等の支
に従事する方の予定です。開催内容の詳細は、下

(平塚市社会福祉協議会受託 )

記にお問い合わせください。

かながわ成年後見推進センター
(神奈川県社会福祉協議会受託 )
電言舌番号 :045-312-5788

5月 20日 (秦野市文化会館)の
申込

FAX(秦野市成年後見利用支援センター)

0463-85-1302

5月 22日 (平塚市保健センター)の
申込

FAX(平塚市成年後見利用支援センター)

0463-63-3377

令和元年5月 20日 (月 曜)
午後2時30分～4時 (開場:午後2時 )

令和元年5月 22日 (水曜 )
午後1時 15分～2時45分 鰯場:年後1時 )

秦野市文化会館 1階 展示室
(秦野市平沢82番地 )

平塚市保健センター 2階 講堂
(平塚市東豊田448-3)

所属機関・施設等名

所属機関・施設等所在地

所属機関・施設等連絡先
フ ァ

所属部署等名

職

氏名

参加希望日に
「O」 F口を記入ください

5月 20日 (月 )(秦野市文化会館)  ・ 5月 22日 (ァk)(平塚市保健センター)

電言舌番号 i 0463-35-6175



資料2-6

平塚市成年後見利用支援センターの愛称募集要項

1趣旨
平塚市成年後見利用支援センターは、平成 26年 (2014年 )9月 、平塚栗原ホームに設置
され、今年 9月 に 5周年を迎えます。これまで、たくさんの方々にご相談いただき、主催する出

張講座 。公開講座に参加いただいたり、市民後見人養成講座を修了された方が家庭裁判所から成

年後見人等に選任されるなど、成年後見利用支援センターは、権利擁護の相談 。支援の取り組み

を進めてきました。

設置 5周年を機に、より親しみやすく、成年後見利用支援センターを利用していただくため、

多くの方に馴染みやすい愛称を募集 します。

2募集内容
平塚市成年後見利用支援センターが、権利擁護の相談・支援の機関であることを表す愛称を募

集 します。

3募集期間
令和元年 (2019年 )6月 5日 (水曜)から7月 31日 (水曜)まで (必着)

4応募資格
平塚市に在住 。在学・在勤の個人

5応募方法
愛称とその説明、氏名 (ふ りがな)、 年齢 (本年 9月 15日現在)、 住所、市外在住で平塚市

に在学 。在勤の方は学校名又は勤務先、電話番号を記入の上、以下の方法で応募してください。

応募によつて得た個人情報は、厳重に管理し、今回の愛称募集に関する問い合わせなど、ご本人

への連絡を行う場合に限り利用します。

(1)郵送の場合
<郵送先> 〒254-0046 平塚市立野町31-20

平塚市成年後見利用支援センター 宛て
・封書又はハガキでの応募とします。

・封書又はハガキ l通につき、 8点までの愛称及びその説明を記載可能とします。

(2)フ ァクシミリの場合
<送信先> 平塚市成年後見利用支援センター 宛て

FAX 0463(63)3377

・応募用紙 1枚につき、3点までの愛称及びその説明を記載可能とします。

(3)電子メールの場合
<送信先> seinenkouken@hiratsukasyakyo.net
・メールの表題は「後見センターの愛称応募」としてください。



・メール本文に必要事項を記入しンてください。
・メール 1件につき、 3点までの愛称及びその説明を記載可能とします。
(4)持参の場合 ― のン

<持参先>  平塚市立野町 31-20 平塚栗原ホーム 3階
,応募用紙 1枚につき、 3点までの愛称及びその説明を記載可能とします。

6応募作品
。愛称は、一人何回応募いただいても構いません。
・ご自身で作成した、未発表の愛称に限りまサ。
・応募用紙等は返却しませんので、あらかじめご了承ください。
・愛称の作成及び応募にかかる費用は、応募者の負担とします。
。他の愛称の模倣と認められる場合や、類似と認められる場合には、選定後であっても決定を
取り消す場合があります。

7発表等
・応募があった愛称から1つを選定します。
。選定された愛称については、令和元年 (2019年)8月 以降に応募者に連絡のうえ、平塚
市及び平塚市成年後見利用支援センタとのウェブ等で発表予定です。なお、賞金等はありま
せん。

8その他
。選定された愛称について、修正・改変等を行い、使用することがあることに同意するものと
します。

・将来、平塚市・平塚市社会福祉協議会が商標登録等する場合があることに同意するものとし
ます。
こ選定された作品に係る一切の権利 l著イ乍権法第27条及び第28条に定められる権利を含む)
は、本募集要項により無償で全て平塚市 。平塚市社会福祉協議会に帰属し、また、応募者
は、選定された作品の著作者人格権に基づく権利を行使しないことに同意するものとしま
す。
。これらの旨を記載した文書に署名・捺印する可能性があることに同意するものとします。

9お問合せ先
平塚市成年後見利用支援センター 電話番号 :0463(35)6175



FAX

送信先

平塚市成年後見利用支援センターの愛称応募

0463(63)3377

平塚市成年後見利用支援センター 宛て

愛称案 愛称案の説明

愛称案

その 1

愛称案

その 2

愛称案

その 3

ふりがな

氏名

年齢 (2019年 9月 15日現在 )

歳

住所

学校名又は勤

務先 l市外在住

で平塚市に在学・

在勤の方)

電話番号

応募によつて得た個人情報は、厳重に管I里し、今回の愛称募集に関する問い合わせなど、ご本人への

連絡を行う場合に限り利用します。

応募をもって、「平塚市成年後見利用支援センターの愛称募集要項」のすべての事項に同意したものと

みなします。

問い合わせ先 :平塚市成年後見利用支援センター (電話 :0463(35)6175)





資料2- 7
平塚市成年後見利用支援センター主催  「成年後見制度講座」

田 田

地域
―
共生の1実現権利1擁護|

平塚市成年後見利用支援センター設置 5周年記念講演

国の成年後見制度不」用促進基本計画が策定され、意思決定支援や権利擁護支援体制

の構築が推進されてしヽます。成年後見制度利用促進の体制整備が、権禾」擁護や地1或

其生社会の実現にどのように結びつくのか、多くの研究事業にも関わつてこられた

星野社会福祉士を招き、権利擁護・地1或共生社会の実現につしヽて老えます。

日時 令和夏 ;年 9月 20日 (金曜 )
14時 15分年 16時 15分 (開場 14時 00分 )
尚、同日13時 30分から、愛称募集の表彰式がございます
ぜひ、表彰式にもご出席下さい (開場 13時 )

平塚市役所
◎庁舎等駐車場 (有料)駐車券の認証処理を受けると、入庫後 1時間は無料となります

本館 3階 303B304会 議室 (裏面参照)

星野 美子 氏 (社会福祉士)
平塚市内の福祉・医療等関係機関 B施設 田事業所の従事者

70名  申込先着順  参加無料

場所

講師

対象

定員

平塚市成年後見利用支援センター (社会福祉法人 平塚市社会福祉協議会 受託)
住所 :平塚市立野町 31-20 平塚栗原ホーム 3階

電話 :0463-35-61 75  FAX:0463-63-3377(裏 面申込書 )
申込受付 :月曜～金曜 9時～17時 (土曜日日曜日祝日・12/29～ 1/3を除く)



講 8市 鵬 副 士 (lu如冬 受夕文lL鋼⊃ 塁 野  美 子 氏

<現在の所属等>
TRY星野社会福祉士事務所 代表
公益社団法人 日本社会福祉士会 理事
<疇 >
社団法人 (現・公益社団法人)東京社会福祉士会の権不l‖躯隻センタ
ーぱあとなあ東京・委員長 (平成 46年 7月 ～21年 3月 まで)と し
て、 日ぎあとなあ東京」での権和脇護に関わる相談と後見人等候補
者紹介のコーディネートを多数勤める。

平成21年 4月、現事務所を立ち上げ、組織に所属しない形での個
別相談や専F日職・専F糊 へのスーパーバィザと、ァ膨 ィヽザニ、
研修語自蒔 を担う。早稲田大学 (平成23年度～27年度)、 明治学
院大学 (平成26年度～29年度)の非常勤言綿市。

鳴脚 症高齢者に対する意思決定支援としての成年後見制度の利用
促進の政策的課題と活用手法に関する実証的研究」 (平成26年度・
27年度 厚労省老人        助金事業・日本社会福祉士
会)、 「地域における成年後見制度の利用に関する相談機関やネッ
トワーク構築等の体制整備に関する調麿研究事業」 (平成29年度
厚労省老人中 等補助金事業 ,日本社会福祉士会)、 「成
年後見制度利用促進のための地域連携ネットヮークにおける支援
機能のあり方に関する調査研究事業」 (平成30年度社会福祉推進事
業・日本社会福祉士会)に検討委員、担当理事として関わる。

現在、日本成年後見法学会常任理事、 (―社)社会的包摂サポート
センタT理事、 (ネ禰 東京著路土会福祉協議会地域ネ副陪 叫lレ転豊事
業契約締結審査会委員、東京都福祉保健財団齢 叫艦 餃 援セ

ンター・アドバイザヒ。

<器 >
「よくわかる成年後見と介護・1目続の法律百科」 (共著・三省堂・

2004)

「嘘 丁 成年後見実務マニュアメレ」 (共同編集・中央法規・2011)
「精神障害者の成年後見テキストブック」 (草煙 1協力・中央法規・

2011)

「0&A 成年後見実務全集第 1巻～第 3巻」 (編著・民事法研究会・

2015)

「社会福祉士がつくる身 卜監護ハンドブック 第 2‖反」 (共同執
筆・原寧湖脳己会 ,2016)

「L~本人の意思決定を尊重した支援のあり方について」 (高齢者虐

待防止研究・2018)

「権和1擁護と成年後見実践 第 3肺む (共同執筆・編集委員長・民

事法研究会 2019)

鴫罐嵌掟支援実践ハンドブック」 (共同執筆・編集委員長・民事
法研究会・2019)  ほか多数。

僻淵玩岸 7月現在)

9月 20日 (金躍)開催「成年後見制度講座」参加申込書

平塚市成年後見利用支援センター 行き
FAX 046 3-63-3377

9月 10日 (火)までに、表彰式、講演会のうち参加を希望されるものにOを付けてお申し込
み ください。定員の都合でご参加いただけない方には、事務局よりご連絡させていただきます。連

絡がない場合は、当日、直接会場にお越 しください。

機関・施設名 氏   名 職  名 表彰式 講演会

★連絡 電話番丹 ★FAX番号



資料2-8
ヱ塚市における市民後見人養成の状況 (令和元年 6月 11日 現在 )

項 目

年 次 第一期
(H24年 度～)

第二期
(H25年 度～)

第二期
(H26年度～)

第四期
(H27年度～)

第五期
(H29年 度～)

第 六 期 (H30年 度 ～ )
権利脱護人材 育成講座として

開 lと

1

基

礎

研

修

(1)応 募資格 平塚市に在住で、基礎研修受講年度の3月 31日 現在で満25歳 以上の方 (年齢上限無し)
市内在住・在勤 在学の 18歳 以
上の方

(2)定 員 25名 15名 定員なし

説明会日程

(3) 会場

広報

参加者数

11月 12日 (水 )夜

11月 15日 (土 )午後

11月 4日 (水)夜

11月 10日 (火 )午後

5月 13日 (上 )午前

5月 17日 (水 )年後

8月 4日 (土 )午後

8月 27日 (月 )午後

県平塚保健福祉事務所 県平塚合同庁舎 平塚市役所 平塚栗原ホーム/平塚市役所

説明会に出席していることが、養成講座の応募要件。
※第二期については、同時期に開催している県央(海老名及び綾瀬)における説明会の出席も可。

市広報 11月 16日 号 市広報 10月 18日 号 市広報 10月 17日 号 市広報10月 2日号 市広報4月 7日号 市広報6月 15日 号

12月 15日 (■ )午後 11月 5日 (火 )夜

12月 18日 (火 )夜 ,1月 11日 (月 )午後

36名 20名 31名 7名 9名 40名

(4)基
益

14名 /14名 14名 //14名 15/15名 6名 /6名 4名 /4名 14名 /14名

(5)

研修日

程

会場

全4日 間の日
程を、2月 2
日、9日 、16

日、23日 の上

曜日に開催。

平塚保健
福祉事務所

全4日 間の日

程を、1月・2月

の平日に開
催。

第 1日 ～第 3日 は、一 日単位て、他の地
域の講座を振り替え受話可。 ※半日単
位等、日を分割した受静不可。第4日

は、「事例検討」実施のため、平塚市て

受講しなければならない (他地域講座を

振り替え受講不可 )。

平塚栗原ホーム

全4日間の日

程を、1月・2月

の土曜日に開

全4日 間の
日程を、1月
18日 (月 )、

26日 (火 )、 2

月9日 (火 )、
23日 (火 )の

平日に開
催。

全4日 間の日

程を、7月 25日

(火 )、 8月 2日

(水 )、 24日

(木 )、 31日 (木 )

の平日に開催。

第Ⅲ2日 :神 奈川県社会福

祉会館,第 3・ 4日 :平塚市

役所

全4口 間の日程を、10月
6日 (■ )、 26日 (金 )、 11

月10日 (■ )、 28日 (水
曜)に開催。

必修科目を含め、75%以上
(受講時間数)の出席により

修7認定。また、指定する
関連講座等 (県社協の基礎
研修を含む)の受講を振替

受講と認めた。

第卜3日 :平塚栗原ホーム

第2・ 4口 :平塚市役所

(6)修 了判定
11名修了認定
3名不認定

13名修了認定
1名 不認定

14名 修了認定
1名 不認定

6名全員修了認定 4名 全員修了認定
12名修7認定
2名不認定

２
　
実
践
研
修

(1)
申込/
受講決定

10名 //10名 13名 /13名 可3名 /13名 6名 /6名 4名 /4名 4名 /4名

(2)

研修日程

10月 3日 (木曜 )
～12月 19日 (木
曜)までの7日

間

10月 7日 (火
口醒)～ 12月 11
日(木曜 )まで
の8日間

7月 16日 (木

曜 )～ 11月 5日

(木曜 )までの
9日 間

7月 19日 (火
日程)～ 11月 2日

(水曜)までの
9日間

平塚市保健セン
ター、平塚粟原
ホーム、横浜家
庭裁判所

9月 27日 (水曜 )
～12月 7日 (木

曜)までの9日間

6月 11日 (火曜)～ 9月 9日

(月曜)までの5日 間
及び修7試験・「地域共生
社会の理念」・家庭裁判所

平塚栗原ホーム、横浜家
庭裁判所ほか会場

平塚栗原ホー
ム、横浜家庭裁
判所、かながわ
県民センター

平塚栗原ホー
ム、平塚市保健
センター、横浜
家庭裁判所、か
ながわ県民セン

平塚栗原ホー
ム、平塚市保健
センター、横浜

家庭裁判所

平塚粟原ホーム、
平塚市役所、茅ヶ

崎市社会福祉協議

会、横浜家庭裁判

所

(3)
修了判
定

10名 中10名

修了認定

13名 中13名

修了認定

13名 中11名

修了認定
6名 中5名 ,Ⅲ 7認定 4名 全員修了認定

|

３
　
後
見
サ
ポ
ー

タ
ー

●)辮 7名 申込 :7名採用
(3名退職 )

12名 申込 :10名

採用 (3名退職 )

8名 申込 :8名 採
用 (2名退職 )

5名 申込 :5名 採用 4名 申込 :3名 採用

支援員
活動

(2)

サ
ポ
|

タ
|

活
動
の

イ犬
況
活動状況

平塚市市民後見人養成講座 (実践研修 )を修了された方の申し込みに基づき、選考のうえ、平

塚市社会福祉協議会の実施する法人後見事業の後見活動支援員 (以下、「後見サポーター」と

いう)として、後見活動に従事いただく。第一期を26年 10月 1日付、第二期を27年 8月 1日 付、第
二期を28年 8月 1日 付、第四期を29年 8月 1日付、第五翔を30年 8月 1日 付で採用。

後見サポーターは、修了された方2人 1組で、ケースを担当。この場合、あらかじめ、主担当と副
担当を決めておく。担当ケースは、法人後見事業で受任している成年被後見人等の人数やその

方々の支援内容等に応じ、個別に判断。したがつて、後見サポーターとしての活動の申し込みさ

れた方全員が、同時に、後見活動に従事し始めるのではなく、順次、活動。通常の活動は、2人

組で従事。急を要する場合には、主担当が単独で対応。ただし、主担当の都合がつかない場合

など、やむを得ないときは、副担当が単独で対応もありうる。後見サポーターとしての後見活動

は、通常、月に1～ 2回の従事を想定。1画あたりの活動は、①活動前の準備→丁合せ等、②後
見活動(移動)、 ③活動後の書類作成・報告等をら、くめ、おおむね3時間程度。
また、担当するケースヘの従事以外に、後見サポーター全員による情報交換と研修等を目的と
した「全体会」を2か月に1回開催 (偶数月の第一土曜日の午前)。

第一期 :現員4名中3名が成年後見人等選任 (うち2ケースは被後見人死亡により終了。2名と

も、再度のサポーター活動に従事 )。  第二期 :現員8名 中3名が成年後見人等選任、2名がサ
ポーター活動中。 第二期 :現員6名 中5名がサポーター活動中。 第四期 :現員5名 全員がサ
ポーター活動中。
以上、四期までの現員22名 中6名 が選任 (うち2ケース終了)、 14名 がサポーター活動中。

権利擁護人材育成講座・

市民後見人養成講座 (実
践研修)は、令和元年6

月～9月 開講。

講座修了後の活動支援
等については、①市民後
見活動のほか、権利擁
護支援活動等多様な地
域共生活動に携わつて
いただく方向で調整中。
②このことに伴い、講座
修了者の位置づけにつ
いても(雇用形態による
もののほか、登録制の導
入も検討中。



資料2-9
令和元年度 平塚市権利擁護人材育成講座・市民後見人養成講座 (実践研修)開講日程 (実績及び予定 )

調整中
修了試験 (効果測
定 )

必 90 後見C職員

日程 口寺/然オ」 タイトル
必修・選
択の別 時 間 講師 内  容

公開
の有
無

第 1日

6月

11日

(火 )

9:15～

9:25 開講式

9:30～

11130

権利擁護(市民後
見)概論②

必 120

後見C職員
及び市民後
見人

・平塚市における権利擁護 (市民後見)について
・市民後見人。後見サポーターによる実践活動紹介
・市民による権利擁護 (市民後見)活動に対するサ
ポート体制

11:40～

12110

体験実習の留意点
①

必 30 後見C職員
体験実習の概要
実習上の留意点 (守秘義務等 )

13:00-
15:00 対人援助の基礎 必 120 大学教員

。自己覚知
・傾聴と共感
。対人援助のコミュニケーション技術

15:10～

16:40

権利擁護 (後見)活
動の実際―(1)

必 90
あんしんC/
後見C職員

社会福祉協議会の法人後見事業 (講義形式 )

第2日

6月

24日

(月 )

9:30～

11:30

体験実習の留意点
②

必 120 施設職員
・実習施設の概要
。施設の役割と機能

12:30～

14:00

権利擁護(成年後
見)の実務②―(1)

選 90
後見専門職
(法律職 )

・選任後の財産調査

14:10～

16:10 社会資源② 選 120
社会福祉協
議会職員

・フォーマルな社会資源以外のインフォーマルな社
会資源について

第3日

7月

18日

(木 )

9:30～

11:30

権利擁護(成年後
見)の実務②―(2)

選 120 後見専門職
(社会福祉士)

・後見計画・収支予定の作成
公
開

12:20～

14:50

権利擁護(成年後
見)の実務②―(3)

選 150
後見専門職
(法律職 )

・報告書の作成
。後見報酬付与申立(報酬助成に関する内容を含む)

公
開

15:00～

16:30

権利擁護 (後見)活
動の実際―(2)

必 90
あんしんC/
後見C職員

・社会福祉協議会の法人後見事業 (演習形式 )

16:30～

17:00

体験実習の留意点③
/確認テスト 必 30 後見C職員 ・体験実習の留意点/確認テスト

第4日

7～ 8

月

//Zυ ,と,/]

3

年 格
体験実習① 必 180

(後見C職員
!口Jl Jノ

・特別養護老人ホーム、グループホームにおける体
験実習

3/6

午前
体験実習② 必 180

(後見C職員
同行 )

・障がい者施設、グループホームにおける体験実習

第5日

9月

9日

(月 )

10:00～

12:00

課題演習(事例演
習)①

必 120 弁護士
・演習 (グループワーク)形式による、実際の後見業
務の事例検討

12:50～

14:50

課題演習(事例演
習)②

必 120 社会福祉士
・演習 (グループワーク)形式による、実際の後見業
務の事例検討

15:00-
17:00

課題演習(事例演
習)③ 必 120 社会福祉士

・演習 (グループワーク)形式による、実際の後見業
務の事例検討

9月

20日

(金 )

14:15～

16J5
地域共生社会の理
思

必 90 社会福祉士
・権利擁護・地域共生の実現を目指して
～成年後見制度利用促進の活用をつうじて～

公

開

1月

29日

(水 )

10,00´ψ

12:00

家庭裁判所見学
(横浜家裁小田原
支部 )

必 180
(後見C職員 ・家庭裁判所の機能と役割

・地域における成年後見制度利用の実際!同行 )

1,980



資料3-1

成年後見制度利用促進に係る市の取組

1 市長申立てについて

平塚市市長審判請求実施要綱に基づき、申立てを行 う者がいない方に対 し市長が申立て

を行っている。

平塚市における成年後見制度市長審判請求の流れ

1)要請者が「成年後見制度における市長審判請求要請書」に記入
2)要請者が平塚市成年後見利用支援センターに相談
3)平塚市担当課に要請書を提出 (担当課は、概ね 2か月以内を目途に親族調査や意向確認
を行 う)

4)成年後見調整会議におtヽて、総合的に考察し、市長審判請求の可否を決定
5)担当課において市長申立て事務を行 う
6)成年後見人等へ事案引継ぎを行 う

<平塚市 市長申立て実績>年度統計 (単位 :件 )

(子友粋 平 l塚市地頭福祉リーディングプラン P146)

区 分 認知症高齢者 矢□白匂

`章

害者 精神障害者 計

2013年 度 4 3 4 11

2014年 度 14 O 1 15

2015年 度 15 O 1 16

2① 16年度 14 3 O 17

2017年 度 19 1 2 22



2 報酔ll助成について

平塚市成年後見制度利用支援事業実施要綱に基づき、助成を受けなければ報酬の支払い

が困難であると認められる場合に助成を行っている。

平塚市における利用支援事業実施の流れ

1)助成対象者が担当課に申請をする
2)成年後見調整会議において、総合的に考察し、助成の可否及び額を決定
3)担当課において決定内容に応じた事務を行う

<平塚市 後見報酬‖助成実績>年度統計 (単位 :件)

(抜粋 平塚市地域福祉リーディングプラン P147)

区  鉛 65歳以 上 65歳未 満 計

2013年 度 5 O 5

2014年 度 4 1 5

2015年 度 6 2 8

20司 6年度 18 1 呵9

2017年 度 司4 1 15



資料3-2
平塚市成年後見制度市長審判請求実施要綱

(趣旨)

第 1条  この要綱は、認知症高齢者、知的障がい者又は精神障がい者の福社の増進を図るた

め、民法 (明治 29年法律第 89号)で定める成年後見制度について、老人福祉法 (昭和

38年法律第 138号 )第 32条、知的障害者福祉法 (昭和 35年法律第 37号)第 28

条又は精神保健及び精神障害者福社に関する法律 (昭和 25年法律第 123号 )第 51条

の 11の 2の規定に基づき市長が行 う後見開始、保佐開始、補助開始等の審判の請求 (以

下 「市長審判請求」という。)について必要な事項を定めるものとする。

(審判請求対象者 )

第 2条 市長審判請求の対象者 (以下 「審判請求対象者」という。)は、原則として、本市に

住所を有する者 (次の各号に掲げる場合にあっては、当該各号に定める者)の うち、判断

能力が不十分で、身寄りがない等の場合であって、当事者による審判の請求が期待できな

いと市長が認める者とする。

(1) 生活保護法 (昭和 25年法律第 144号 )に基づく保護を受けている場合 実施機

関が本市となる者

(2) 措置入所者である場合 (前号に掲げる場合を除く。)本 市が入所措置を行つた者

(3)介 護保険制度による被保険者である場合 (第 1号に掲げる場合を除く。)保 険者が

本市となる者

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 (平成 17年法律第

123号 )に基づく援護を受けている場合 (第 1号に掲げる場合を除く。)実 施主体

が本市となる者

2 前項各号に掲げるもののほか、審判請求対象者と市長が認める基準については、生活保

護法に基づく保護の実施責任の例によるものとする。

(市長審判請求の要請 )

第 3条 次に掲げる者は、審判請求対象者がいると判断 したときは、市長に対 し市長審判請

求を行 うよう要請することができるものとする。

(1) 審判請求対象者の日常生活の援護者 (親族以外の者に限る。)

(2) 児童委員及び民生委員

(3) 社会福祉法 (昭和 26年法律第 45号)に定める社会福祉事業に係る施設等の長又



は福祉事務所の長

(4)介 護保険法 (平成 9年法律第 123号 )に定める介護保険施設その他これに類する

施設の長

(5)地 域保健法 (昭和 22年法律第 101号 )に定める保健所の長

(6)医 療法 (昭和 28年法律第 205号 )に定める病院又は診療所の長

2 前項の規定により市長審判請求の要請をしようとする者は、成年後見制度における市長

審判請求要請書 (第 1号様式。以下「要請書」という。)を市長に提出しなければならない。

3 前項の場合において、第 1項各号に掲げる者 (本市の社会福祉法に定める福祉事務所の

長を除く。)は、当該審判請求対象者に係る市長審判請求の可否その他市長審判請求の手続

について、平塚市成年後見不U用支援センター (平塚市成年後見利用支援センター設置規則

(平成 26年規貝1第 40号)の規定により設置する平塚市成年後見利用支援センターをい

う。)に相談の上、要請書を提出するものとする^

(市長審判請求の担当課 )

第 4条 前条に規定する要請書の提出があった場合には、原則として、次の各号に掲げる審

判の請求の区分に応 じ、当該各号に掲げる課 (以下「担当課」という。)が、成年後見調整

会議に意見を聴く手続を行 うこととする。

(1)老 人福祉法第 32条の規定による審判の請求 高齢福祉課

(2)知 的障害者福祉法第 28条及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 51条

の 11の 2の規定による審判の請求 障がい福祉課

(市長審判請求の決定等 )

第 5条 市長は、第 3条に規定する要請を受けたときは、成年後見調整会議において、次に

掲げる事項を確認 し、及び総合的に考察し、市長審判請求の可否を決定するものとする。

(1)審 判請求対象者の事理を弁識する能力の程度

(2)行 政等が行 う各種施策及びサービスの活用による審判請求対象者に対する支援策の

効果

(3)審 判請求対象者の親族の存否、当該親族による審判請求対象者保護の可能性及び当

該親族が審判の請求を行 う意思の有無

(4)審 判請求対象者の生活、資産及び収入状況

(5)望 ましい後見候補者及び当該候補者を選んだ理由



2 市長は、市長審判請求の決定の結果を、成年後見制度における市長審判請求要請に関す

る決定通知書 (第 2号様式)に より当該要請人に通知するものとする。

3 成年後見調整会議において、必要と認めるときは、第 1項各号に掲げる事項及び市長審

判請求の可否のほか、次の各号に掲げる事項を検討する。

(1)財 産管理、契約を伴 うサービスの必要性等、審判請求対象者の福社を図るために必

要な支援策

(2)審 判請求対象者の置かれている状況等から緊急に対応が必要な場合は、関係法令に

基づく入所等の措置

(費用負担 )

第 6条 市長は、市長審判請求について、家事事件手続法 (平成 23年法律第 52号。以下

「法」という。)第 28条第 1項の規定により、審判の請求に要する費用 (以下「審判請求

費用」という。)を負担するものとする。

(審判請求費用の求償 )

第 7条 市長は、原則として、前条の規定に基づき負担した審判請求費用について当該審判

請求費用の求償権を得るため、法第 29条第 1項の規定により、審判請求対象者に当該審

判請求費用を負担させる旨の申立てを家庭裁判所に対し行 うものとする。

(不可′急)

第 8条 前条の規定に基づき審判請求対象者が負担する審判請求費用に対する利息は、無利

息とする。

(その他 )

第 9条 この要綱に定めるもののほか、市長審判請求に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。

附 則

1 この要綱は、平成 26年 4月 1日 から施行する。

2 平塚市成年後見制度運営事業実施要綱 (平成 18年 10月 1日 施行。次項において「旧

要綱」という。)は、廃止する。

3 この要綱の施行の際現に旧要綱の規定によりされている審判の請求及び審判の請求に係

る申立ての要請については、なお従前の例による。

附 則
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この要綱は、平成 30年 3月 1日 か ら施行する。



資料3́-3
平塚市成年後見制度利用支1妥事業実施要綱

(趣旨)

第 1条  この要綱は、認知症高齢者、知的障がい者又は精神障がい者の福社の増進を図るた

め、民法 (明治 29年法律第 89号)で定める成年後見制度について、平塚市が行 う後見

人、保佐人及び補助人 (以下「後見人等」という。)の報酬の助成について必要な事項を定

めるものとする。

(助成対象者 )

第 2条 後見人等の報酬の助成の対象者 (以下「助成対象者」という。)は、原則として、後

見人等であって、その被後見人、被保佐人及び被補助人 (以下「被後見人等」という。)が

本市に住所を有する者 (被後見人等が次の各号に掲げる場合にあつては、当該各号に定め

る者)の うち、後見人等の報酬について助成を受けなければ支払が困難であると市長が認

める者とする。

(1) 生活保護法 (昭和 25年法律第 144号 )に基づく保護を受けている場合 実施機

関が本市となる者

(2) 措置入所者である場合 (前号に掲げる場合を除く。)本 市が入所措置を行つた者

(3)介 護保険制度による被保険者である場合 (第 1号に掲げる場合を除く。)保 険者が

本市となる者

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 (平成 17年法律第

123号 )に基づく援護を受けている場合 (第 1号に掲げる場合を除く。)実 施主体

が本市となる者

2 前項各号に掲げるもののほか、助成対象者と市長が認める基準については、生活保護法

に基づく保護の実施責任の例によるものとする。

3 前 2項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、助成対象者 としない。

(1)親 族による後見人等

(2) 被後見人等が死亡した時に後見人等であつた者

4 前項第 2号の規定にかかわらず、当該後見人等が、その後見等の事務に係る報酬を受け

ておらず、当該報酬を当該被後見人等の相続財産から受けることが困難である場合その他

市長が特に必要があると認める場合は、助成対象者 とすることができるものとする。

(助成額 )



第 3条 前条に規定する助成 (以下「報酬助成」という。)の額は、家庭裁判所が決定した報

酬の額の全部又は一部とする。この場合において、報酬助成の額は、被後見人等 1人につき、

報酬助成に係る被後見人等が施設等に入所している場合にあっては月額 18,000円 を、

在宅の場合にあっては月額 28, OOo円 を上限とする。

(報酬助成の申請 )

第 4条 助成対象者は、報酬助成を受けようとするときは、市長に対してその旨を申請する

ものとする。

(報酬助成の決定)

第 5条 市長は、前条に規定する申請を受けたときは、成年後見調整会議において、被後見

人等の生活、資産及び収入状況について確認 し、報酬助成の可否を決定するものとする。

(資格の消滅)

第 6条 報酬助成を受けている者が、次の各号のいずれかに該当するときは、報酬助成を受

ける資格は、消滅するものとする。

(1)助 成対象者でなくなったとき。

(2)偽 りその他不正の手段により報酬助成を受けたとき。

(返還)

第 7条 前条第 2号の規定により報酬助成を受ける資格が消滅したときは、当該報酬助成を

受けた者は、既に支給された報酬助成の額の全部又は一部について返還する義務を負 うも

のとする。

(譲渡及び担保の禁止)

第 8条 報酬助成を受けている者は、当該報酬助成を受ける権利を譲渡し、又は担保に供 し

てはならない。

(その他 )

第 9条  この要綱に定めるもののほか、報酬助成に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

と この要綱は、平成 26年 4月 1日 から施行する。

2 平塚市成年後見制度利用支援事業実施要綱 (平成 16年 4月 1日 施行。次項において「十日
要綱」という。)は、廃止する。

3 この要綱の施行の際現に旧要綱の規定によりされている報酬助成及び報酬助成に係る申



請については、なお従前の例による。

附 則

この要綱は、決裁の口 (平成 28年 11月 18日 )か ら施行 し、平成 28年 10月 1日 か

ら適用する。



〈 中核機関の在り方の検討〉
利用促進法で求められている、地域連携ネットヮークの整備や運営の中核となる機関について、在り方の検討を行っている。

J言岳轟暴紐鍵麹写ぎ  還暴露曇会・油考西部成年後見制度利用支援連絡会等 )
年度

滞

華
卜
！
μ

市
長
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立
て
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仕
組
み
や

受
任
調
整
の
体
制
に
つ
い

て
検
討

中
核
機
関
設
置

202 2022 2023

具体的機能についての
検討 (詳細は下記)

具体的機能の検証
委託・直営の機能分け

整等人員

事例への介入(2,3
ケース)

事例介入の検討・検証
事例への介入(2,3
ケース) チーム支援構想案作成

家庭裁判所との調整 (2 家庭裁判所・専門職回 家庭裁判所B専門職団 |

体等との連絡調整  
―

回程度) 体等との連絡調整

*成年後見制度利用促進協議会の開催 (年 2回〉

市長申立て案件
介入内容の検証

利用促進法第14条2項に定める合議制の機関

についてり方・

*成年後見利用支援ネウトワーク連絡会開催(年2回 )

中核機関の機能の検討

201

チーム支援

マッチング

定例事項



2021年度
(令和3年度 )

策定状況のフォロィアップ

新たな運用等の開始、運用状況のフォローアップ

検討、成果の共有等

相談体制 ,

相談体制の強化、地域連携ネットワークめ更なる構築

取組の検討状況・連域連携ネウトワエクにおける不F訪止
効果を踏まえたより効率的な不

=防
止の在り方の検討

専門職団体等による自主

医療
参考となる考え方の周知、活用状況を踏まえた改善

2020年 度
(令和2年度 )

2019年 度

(令和元年度)※

2018年度
(平成30年度)

2017年度

(平成29年度 )

制度の周知

市町村計画の策定

利用者がメリットを実感できる制度の運用
・適切な後見人等の選任のための検討の促進
・診断書の在り方等の検討
・高齢者と障害者の特性に応じた意思決定支
援の在り方についての指針の策定等の検討、
成果の共有等

地域連携ネットワークづくり
・市町村による中核機関の設置
・地域連携ネットワークの整備に向けた取組の
推進

不正防止の徹底と利用しやすさの調和
・金融機関における預貯金等管理に係る自主
的な取組のための検討の促進等
・取組の検討状況等を踏まえたより効率的な不
正防止の在り方の検討

成年被後見人等の医療・介護等に係る意思決
定が困難な人への支援等の検討

成年被後見人等の権利制限の措置の見直し

I

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

V

Ⅵ

Ⅶ

成年後見制度利用促進基本計画の工程表

埒

華
卜
，
輸

施策の進捗状況については、随時、国において把握・評価し、必要な対応を検討する。
※基本計画の中間年度である令和元年度においては、各施策の進捗状況を踏まえ、個別の課題の整理・検討を行う。



成年後見制度利用促進基本計画に係るKPI
令和元年5月 30日

工程表における記載 KPI(2021年 度末の目標 )

I 制度の周知

・
駐箪稜賢常1笹剰籍票墓き島百痛客舟なモ慣客帯震齢髯騒

レット等による
金1741市 区町村 (平成30年 10月 時点 470市区町村 )

(参考値)
・成年後見制度利用者数 (保佐・補助・任意後見割合を含む)

Ⅱ 市町村計画の策定
日市町村計画を策定した市区町村数

全1741市区町村数 (平成30年 10月 時点 60市区町村)

Ⅲ 利用者がメリットを実感でき
る制度の運用

“厚生労働科学研究「障害者の意思決定支援の効果に
成果として「障害福祉サービス等の提供に係る意思
ン」の活用 a理解促進のための研修カリキュラムの

a後見人等による意思決定支援の在り方についての指針の策定

・後見人等向けの意思決定支援研修が実施される都道府県の数
全47都道府県

・2025年度末までに認知症関連の各種養成研修への意思決定支援に関する
プログラム導入

関する研究」の研究
決定支援ガイドライ
策定

Ⅳ 地域連携ネットヮークづくり
E中核機関 (権利擁護センター等を含む)を整備した市区町村数

全1741市区町村 (平成30年 10月 時点 492市区町村)

と
写暫繁霜琴舞碧で雷落羊豊再蒋象

含む)において後見人候補者を推薦
800市区町村 (平成30年 10月 時点 210市区町村)

'中核機関(権利擁護センター等を含む)において後見人支援の取組
(専門職の雇い上げ等により相談や手続支援を実施)を行つている市区
町村数

200市区町村 (平成30年 10月時点

・協議会等の合議体を設置した市区町村数
全1741市区町村  (平成30年 10月 時点

B国研修を受講した中核機関職員や市区町村職員等の数

59市区町村 )

79市区町村 )

3500人

V 不正防止の徹底と利用しやす
さの調和

・全預金取扱金融機関 (※ )の個人預金残高に占める後見制度支援預金又
は後見制度支援信託を導入済とする金融機関の個人預金残高の割合

50%以上 (平成30年 12月末時点 約12%)

※ネッ
び業域Ⅲ爾善僧篇紀暮擢寮冦括父幡墨霧書患課イ警

つていない金融機関及

Ⅵ

等に

支援

成年被後見人等の医療・介護
係る意思決定が困難な人への
等の検討

B医療に係る意思決定が困難な人への円滑な医療・介護等の提供

Ⅶ 成年被後見人等の権利制限の
措置の見直し

B成年後見等の権利制限に係る法制上の措置の見直し
措置のある法律 (190)
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資 料5
平塚市成年後見制度利用促進懇話会要綱

(趣旨)

第 1条  この要綱は、平塚市成年後見制度利用促進計画に掲げる事業又は取組について進
捗評価又は意見交換を行い、広く関係者の意見を聴取することを目的に開催する平塚市

成年後見制度利用促進懇話会 (以下「懇話会」という。)の運営に関し必要な事項を定め
るものとする。

(所掌事項)

第 2条 懇話会は、平塚市成年後見制度利用促進計画に関する事項について意見を聴取す
る際に開催する。

(右釣或)

第 3条 懇話会は、平塚市成年後見制度利用促進協議会の委員をもつて充てる。
2 懇話会における意見の聴取を円滑に行 うため、前項に掲げる者 (以下 「構成員」とい
う。)の うちから座長及び副座長を置くことができる。
3 市長は、必要と認めるときは、構成員以外の者を懇話会に出席させ、意見を聴 くこと
ができる。

(開催 )

第 4条 懇話会は、市長が構成員に出席を求めることにより開催するものとする。
(訪↓ネL)                 '

第 5条 市長は、予算の範囲内において、謝礼金、交通費その他構成員が懇話会に出席 し
たことに対する費用を支払 うことができる。

(庶務 )

第 6条 懇話会の庶務は、福祉都福祉総務課で処理する。
(その他 )

第 7条  この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定
める。

附 則
1 この要綱は、決裁の日か ら施行する。
2 この要綱は、平成 36年 3月 31日 限 り、その効力を失 う。
附 則

こσ)要糸岡イま、 平成 3 1年 4月 1日 から施行する。


